
議案第９号  

 

 

   平成 27 年度立川市特別会計介護保険事業補正予算（第２号）  

 

 

 上記の議案を提出する。  

 

 

  平成 28 年２月 19 日  

 

 

            提出者   立川市長  清  水  庄  平  

 

 

 理由  

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 218 条第１項の規定による。  

 

 

  



                                   



平成 27年度立川市特別会計 

介護保険事業補正予算(第２号) 

 

平成 27年度立川市の特別会計介護保険事業の補正予算（第２号）は，次に定めるところによる。 

(歳入歳出予算の補正) 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 1,400 千円を追加し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それ

ぞれ 12,162,074千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第１

表歳入歳出予算補正」による。 
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平成 27年度立川市特別会計 

 

介護保険事業補正予算事項別明細書(第２号)
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２.

,400 1,834,778

項 (1 )一般会計繰入金

1 一 般 会 計 繰 入 金 1,833,377 1,400 1,834,777

1職 員 給 与 費 等 1,4005その他一般会計 340,888 1,400 342,2

歳

88

繰 入 金繰 入 金

（単位：千円

　 歳 入 合 計 　 12,1

）

60,674 1,40

款

0 12,162,07

　

　

4
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項

業

　目 補正前の額 補

入

 正 額 計
節

説　　　　　　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

款 (7 )繰入金

－ 6 － － 7 －

7繰 入 金 1,833,378 1



３.

－

一般財源 1,4001総 務 費 336,026 1,400 337,426

一般財源 1,400

項 ( 1 )総務管理費

1総 務 管 理 費 240,907 1,400 242,307

 1 人事管理  【人事課】 1,40

歳

0一般財源 1,400 3職員手当等 1,2001一般管理費 240,769 1,40

（

0 242,169

（ 特

単

定財源 0 一般財源 1,

位

400）4共 済 費 20

：

0

       

千

   3 勤勉手当 1

円
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）

       4 共

款

済組合負担金 200

　項　目 補正前

歳 出 合 計 12,1

の

60,674 1,40

出

額

0 12,162,07

補
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財　源　内　訳 区　分 金　額

款 ( 1 )総務費

－ 8 － － 9 



１．一　般　職

　(１)総　　括

　　　　給　　　　与　　　　費　　　（千円）

嘱託職員 報　　酬 給　　料 職員手当 計

11 30,720 76,462 70,564 177,746 31,910 209,656

11 30,720 76,462 69,364 176,546 31,710 208,256

0 0 0 1,200 1,200 200 1,400

補正後 9,676 18,470 862 20,450 13,921 2,809 720

補正前 9,676 18,470 862 20,450 12,721 2,809 720

比　較 0 0 0 0 1,200 0 0

給　与　費　明　細　書

0

0

職員手当

 の内訳

扶 養 手 当

（ 千 円 ）

区 分

一般職員

3,656

3,656

職　員　数（人）

補正後

地 域 手 当

（ 千 円 ）

時 間 外
勤 務 手 当
（ 千 円 ）

通 勤 手 当

（ 千 円 ）

住 居 手 当

（ 千 円 ）

管 理 職
手 当
（ 千 円 ）

補正前
20

比　較

区　分
期 末 手 当

（ 千 円 ）

勤 勉 手 当

（ 千 円 ）

合　　計
（千円）

備考

20

共　済　費
（千円）
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区 　分 備　考

（３）給料及び職員手当の状況

　 ア 職員１人当たり給与

看護･保健職

　 イ 初　 任 　給

看護･保健職 技能労務職

高 校 卒 程 度 立 　川 　市

区　　　　　　　　　　分 一般行政職 税　務　職 薬剤･医療職

144,600

技能労務職

28年１月１日

現　　　　在

平均給料月額（円）

27年12月１日

現　　　　在

区　　　　　　　　　　分 一般行政職 税　務　職 薬剤･医療職

321,330

給　 料 0

職員手当 1,200

説　　　　　明

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

増  減  事  由  別  内  訳  （千円）増減額（千円）

0

1,200そ の 他 の 増 減 分

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

平 均 年 齢 （歳）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

321,330

41.8

424,161

41.9

436,049

181,200

高 校 卒 程 度

大 学 卒 程 度

立 　川 　市

国

国

大 学 卒 程 度

144,600

181,200
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　 ウ 級別職員数

職 構 職 構 職 構 職 構 職 構

員 成 員 成 員 成 員 成 員 成

数 比 数 比 数 比 数 比 数 比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

1 5.0

4 20.0

9 45.0 #DIV/0!

6 30.0 #DIV/0!

20 100.0 0 #DIV/0!

1 5.0

4 20.0

9 45.0 #DIV/0!

6 30.0 #DIV/0!

20 100.0 0 #DIV/0!

　　（級別の標準的な職務内容）

区　　分

区　　分

１　級

区　　分

一 般 行 政 職

級

２８年

１月１日現在

３級

２級

２７年

１２月１日現在

税 務 職 薬 剤 ・ 医 療 職 看 護 ・ 保 健 職 技 能 労 務 職

５級 ５級 ５級

級 級級 級

５級

３級 ３級 ３級

４級 ４級 ４級 ４級

２級 ２級 ２級 ２級

１級

計 計 計 計 計

１級 １級 １級 １級

５級 ５級 ５級 ５級

４級 ４級 ４級 ４級

２級 ２級 ２級 ２級 ２級

３級 ３級 ３級 ３級

１級

計 計 計 計 計

１級 １級 １級 １級

５　級 ４　級 ３　級 ２　級

技能労務職以外
の職種

 参　事

(部長・部長相当職)

 参　事

(課長・課長相当職)

 主　事

(係長・係長相当職)

 主　事

 ( 主 　任 　職 )

 主　事

 (そ の 他 の 職)

２　級 １　級

技能労務職
 主　事

 ( 主 　任 　職 )

 主　事

 (そ の 他 の 職)
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　 エ 昇給

薬剤・
医療職

技　能
労務職

　オ 期末手当・勤勉手当

※（　）内は，再任用職員分

(1.000) (1.200) (2.20)
国 の 制 度

1.975 2.225 4.20

(1.175) (2.20)

(1.225) (2.25)

有
【算定基礎】給料・扶
養手当・地域手当・役
職加算・管理職加算

2.175 4.20
有

備　　考
６月(月分) 12月(月分)

補　正　後
2.025 2.275

(1.025)

4.30
有

【算定基礎】給料・扶
養手当・地域手当・役
職加算(1.025)

区　　分
支　給　期　別　支　給　率 支給率計

（月分）

職制上の段階，
職 務 の 級 等
による加算措置

補　正　前
2.025

区　　　　　　　　分 合　　計

代　 　表 　　的 　　な 　　職 　　種

一　般
行政職

税務職
看護・
保健職

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ)(人) 0 0

補
　
　
　
　
　
正
　
　
　
　
　
後

職 　　　員 　　　数　　(Ａ)(人)

４号給　(人)

１号給　(人)

号 給 数 別 内 訳

３号給　(人)

６号給　(人)

５号給　(人)

８号給　(人)

７号給　(人)

比　　 　率 (Ｂ)／(Ａ)  　(％) #VALUE!

２号給　(人)

補
　
　
　
　
　
正
　
　
　
　
　
前

職 　　　員 　　　数　　(Ａ)(人) 20 19

号 給 数 別 内 訳

１号給　(人)

1

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ)(人) 17 16 1

1

３号給　(人)

２号給　(人)

５号給　(人)

４号給　(人) 15 14

７号給　(人)

６号給　(人) 1 1

100.0比　　 　率 (Ｂ)／(Ａ)  　(％) 85.0 84.2

８号給　(人) 1 1
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 　カ 定年退職に係る退職手当

区   　　分

支 給 率 等

国 の 制 度

(支給率等)

　 キ 地域手当

　 ク 特殊勤務手当

 　ケ その他の手当

扶　養　手　当 異 　な 　る

国に比べ，配偶者で1,100円，欠配第一子で3,100円，その他で扶養
人数により，2,400円高い。16才～22才の子への加算額が500円低
い。
部長職は不支給。

住　居　手　当 異 　な 　る
国は家賃支払者に上限27,000円を支給。
市は借家・借間に居住する生計中心者(管理職を除く)に限り12,000
円を支給。

20年勤続の者
（月分）

25.55625

25年勤続の者
（月分）

34.5825

23.5 31.5

35年勤続の者
（月分）

最 高 限 度
（月分）

45.0 45.0

定年前早期退職
特例措置
(2%～45%)加算

49.59 49.59

　その他の
　加算措置等

備考

定年前早期退職
特例措置
(2%～20%)加算

区　　　　　分 全　職　種
代　　表　　的　　な　　職　　種

薬剤･医療職 看護･保健職一般行政職 税　務　職 技能労務職

支　給　対　象　地　域

 対象職員順

　 支給対象職員の比率(％)
　　 (28年１月１日現在)

区　　　　分 国の制度との異同 差　　　異　　　の　　　内　　　容

通　勤　手　当 異 　な 　る
国の支給限度額　55,000円
市は実費全額支給。

　 給料総額に対する比率
　　　　　 　　　 (％)

　 代表的な特殊勤務手当
　 の名称

 支給額順

支　給　率　　(％) 支給対象職員数　(人)
国の指定基準に

基づく支給率(％)

12
市　　内　　全　　域

2012
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